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I. 
システムズ・アプローチの発展史はいうまでもなくアメリカ合衆国におけ
る管理技法ないし政策技術の新たな展開と密接に結びついている。そして後
者の著しい特徴のひとつは政府及び民間の相互依存的発展である。それはた
んに国防省下の三軍とその契約研究所における産軍学協同の直接的成果を
意味するだけではない。民間から政府へ，政府から民間へとジグザグのコー
スを経てその生成発展が促進され確かめられてきたとみてよいであろう。硯
在民間部門へ導入されつつあるとみられる新たな管理技法の原型が，科学技
術の国家的，軍事的体制の急速な発展とともにその内部で精錬されてきた点
(1) 
については不十分ながら既にふれてきた。マーケティング部門へのシステム
ズ・アプローチの導入もかかる展開傾向の例外ではないと思われる。ランド
研究所を中心に開発されてきた政策技術として，兵器システム分析から発展
した著名な PPBSがあるが， P.コトラーやW.レイザーのマーケティング
管理論における基本的諸概念―マーケティング・プランニングとプログラ
ミング，マーケティング・ミックスー一ーや意思決定の諸技法の展開をみると
き，政府レペルの管理技法と企業レベルのそれとの間の顕著な類似を改めて
(1) 山本義徳，システムズ・アプローチの基盤， 「閑西大学商学論集」第16巻策 2
• 3号・,
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(2) 
再認識せざるをえないであろう。
いうまでもなくこのような性格はシステムズ・アプローチがもつ本来的性
格—一般システム理論においてとりわけ明瞭な性格 のひとつであっ
た。システムズ・アプローチがそれ自体において，マーケティング領域に固
(3) 
有の内容の明確化，いわゆるマーケティング諸特性の明確化とは本来直接に
かかわりあうものでない点は既に多くの研究者によって認められてきてい
(4) 
る。かかる認識の必然的なりゆきとしてマーケティングの現実分析，マーケ
ティング政策及びマーケティング活動の内容分析はおのずから別個に提供さ
れねばならないとすれば，両者の関係はどのようなものとなるのであろう
か。マーケティング政策や活動の具体的分析とマーケティング管理論とは確
かに次元の異なる問題領域であるといってよい。しかし現実の企業行動は水
平的論理も垂直的論理も同時に包含しながらおこなわれるとすれば，両者の
(5) 
結節点がどこかに求められてよいのではないかと思われる。既に古くレイザ
(2) 同上， 253~255ページ。軍事用と産業用とで適用形態がかなり相進するとは思
われるが， ライフサイクル論についても同様である。なお， ライフサイクル論を
客観的な産業発展の過程として競争形態との関連で把えなおしたものに，渡辺公
観， 「寡占的」産業とマーケティング (1), 「六甲台論集」第15巻第 1号，が
ある。
(3) かかる必要性に対する認識の早くからの明瞭な表現として，風呂勉 1・マーケテ
イング・チャネル行動論」昭和43年，がある<
(4) 例えば，田村正紀，マーケティングヘのシステムズ・アプローチについて，
「六甲台論集」第11巻3号， 70ページ，三浦侶， 「マーケティングの構造」附和
46年， 104ページ，石原武政，フランチャイズのシステム分析，東京ワークジョ
ッ•プ「マーケティング理論とシステムズ・アプローチ」昭和49年， 74 -75ペー
ジ。
(5) この点に関連して効率化問題をどのように位置づけるか—―—活動の効平化と菅
理の効率化ーーは興味ある課題であるっ活動の効率化に関連して上岡氏は独占斎
本主義確定期における独占資本の市場行動として「配給活動の:'5/J率化」を指摘さ
れている。 （上岡正行，マーケティングの本性と諸問題，秋本育夫，橋本懃絹
「独占とマーケティング」昭和48年， 139ページつ）
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ーとケリーの提出した周知の調監 (Coordinancy)及び連繋 (linkages)概
念がこの問題にかんするひとつの興味深い解答例であったことはいうまでも
ない。
レイザーによれば，調整は内部に焦点を絞った概念であり，マーケティン
(6) 
グ・ミックスの実現 (implementation)に直接適用される。本稿の主題は
かかる調整概念の対象としてのマーケティング・ミックスに限定される。と
はいえこのことは逆に調整のみに問題が限定されることを意味するわけでは
ない。マーケティング・ミックスの考察は必然的に連繋問題をも包含するか
らである。
レイザーはまた，マーケティング・ミックスの作製 (developmentof a 
marketing mix)はシステムズ概念の適用 (asystems application)を意
(7) 
味する，といっている。システムが複数形であるように， ミックスもまた複
数要素の構成体である。この点でマーケティング・ミックスは，システムズ
・アプローチに随伴するインターディシプリナリー・アプローチと深く関連
すると思われる。両者とも対象の多要素性ないし多次元性を基礎とするから
(8) 
である。小論の課題は，対象をマーケティング・ミックスに限定しつつ，シ
ステムズ・アプローチ採用に伴うひとつの問題点としてのインターディシプ
リナリー・アプローチの性格をより明確化することである。
ー
インクーディシプリナリー・アプローチの性格を問うことは同時にそれの
経皆決定論との関係を問うことにほかならない。まえもって結論的に言うな
らば，現実のマーケティング政策や活動の多要素的・多次元的構造をそのま
ま多要素的・多次元的構造として重層的に理解しようとするか，あるいはこ
(6) W. Lazer, Marketing Management, 1971, P.12. 
(7) Ibid., P. 33. 
(8) Ibid., P. 646. 
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れを論理段階的逆転関係において，システム論的に表現すれば階層間逆転関
係において，経済的論理の階層間貫徹として理解しようとするか，という二
個の対立する態度のいずれを選択するかという問題にほかならない。
マーケ，ティング・ミックス概念の形成は，前者すなわちィンクーディシプ
リナリー・アプローチに強力な支援をおくるものであろう。とはいえ，ミック
ス概念の形成自体が必然的に前者の根拠を示すものであるかどうかは当然の
ことながら疑問であるといわざるをえない。マーケティング・ミックス概念
の形成に最初に貢献した一人と認定されているN.H.ポーデンは，その形成
の基礎となった発見を製造企業のマーケティング費用調査における非画一性
(9) 
に求めている。彼はJ.カリトンのマーケティング費用に関する調査によって
示唆を受け，それ以前にみずからおこなった調査と比較しつつ，製造企業に
おいて費用にかんする共通の傾向がみられないこと，費用の企業間における
大きな差異は，マーケティング機能間の配分の多様性を意味しており，それ
は諸要素のミックスが各企業で相遮することの当然の反映としか考えられな
いとするカリトンの議論に同調した。よく知られたかかるボーデンの主張の
詳細な展開はここでの目的ではない。ここではマーケティング・ミックス概
念の形成がマーケティング費用調査に端を発した点だけを留意しておくこと
にしたい。つぎに顧客アピール・ミックスを提唱したA.R.オクセンフェル
トは測定問題に関連してマーケティング・ミックスが直面する困難な問題を
(10) 
四点にわたって指摘しているが，かかる問題はインターディプリナリー・ア
プローチがまだ十分に解決しえていない諸問題一ーとりわけ測定上の統一
尺度の問題一~第1 は費用配賦の問
題，すなわち生産費とマーケティング費の境界画定の問題であり，逆にいえ
ば生産費とマーケティング費の相互浸透の問題である。第 2はマー・ケティン
グ・ミックス中の価格の取扱いである。オクセンフェルトは価格に対しても
(9) E. J. Kelley and W. Lazer, Managerial Marketing, 3rd ed., 196?, W. 
Lazer, op. cit., P.16. 
(10) E. J. Kelley and W. Lazer, op. cit., 
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費用測定一ーなんらかの間接的な測定—が必要であると考えているが，こ
のように考える限りは，異質要素間のたんなる同時的把握に必然的に付随す
る困難は避けられないのではなかろうか。第 3は特定の顧客対象にマーケテ
ィング努力を関連づける問題である。この点は彼自身が，顧客アピール・ミ
ックスとしてひとつの媒介瑛が必要であると主張した論拠となっている。第
4は代替的マーケティング努力のペイオプ測定上の困難である。
彼の問題指摘は，第 3を一応除外するとして，つぎの二つに帰するといっ
てよい。第 1はいわゆる費用ー効果の測定，あるいは費用ー有効度の測定問
題，第2は価格の処遇問題である。まず第 1の問題について。さきにも指摘
したように測定の問題に焦点を絞った場合，ィンターディシプリナリー・ア
プローチはその測定基準を統一的に付与しなければならないという困難に直
面する。多側面的アプローチに際してほぽ常識的に提唱される情報システム
あるいは情報意志決定システムによる統一性の確保宣言は，未だ現実的レベ
ルに到達したものとして評価することは無理である。いうまでもなく情報を
通じる統一ば情報内容の統一的判断基準が明示されない限り，あくまで形式
(ll) 
的統一宣言に甘んじざるをえないであろう。マーケティング・システムを効
率の見地から，したがってまたマーケティング・・ミックスを効率の見地から
把握しようとする限り，硯段階では一般システム理論の延長線上に位置する
ものとしてのインクーディシプリンそのものが，少くとも未だ発展途上にあ
(12) 
って現実的有効性にかんしては甚だ疑問である。そればかりではない。現実
的有効性は究極的には対象の把握の現実性に依存するとすれば，対象たるマ
ーケティング・システムの本質的性格をどのように把握するかにかかってい
るといえよう。すなわちマーケティング・システムを本質的に規定する動因
をその経済的側面に見出すか，あるいは経済的，社会的，心理的，技術的，
(11) 山本義徳，マーケティング・システム．秋本育夫，橋本勲編「前掲書」 125-
126ページ。
(12) これに反して経済的側面における統ーは測定問題にかんしてより衷実的であ
る。
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情報的，文化的，政治的その他諸々の要因ないし側面の集合体として，把握
するかに依存する。一見すれば現実接近の程度において，後者の方が明らか
に優れてみえる。確かにその通りには遮いないが，後者における決定的弱点
はすぺての諸側面の相対化，スペクトル化にあるのではなかろうか。ふたた
ぴ確かにきわめて抽象的な水準で対象を問題とする限り，このような相対化
は必至であり重要であろう。しかしそこからは歴史的現代が消去されてい
る。だからといってその反面でこのような多側面的把握の主張がすべてあや
まりであるわけではない。後にもみるように，それは独占資本主義の歴史的
発展を基礎として表出したものにほかならず，明らかにプラック・ボックス
の内面照射を主張する意味において積極的評価が与えられるべきであろう。
しかしながら問題はまさに資本主義の硯段階におけるマーケティング・シス
テムの基本動因でなければならない。かかる基本動因が経済的性格のもので
あることは依然として変化していない，とするのがわれわれの基本前提であ
る。 「マーケティング行動の主体としての企業は」依然として「利潤を目的
(13) 
とする経済構成体＝システムとしての本質を持っている」からである。しか
しまた，かかる主張はそこにとどまっている限り，還元論の非難を免れえな
いことも自明ではある。問題は経済決定論と多側面決定論をいかに結合し，
いかに位置づけるかにあるといってよい。
第 2, すなわち価格の処遇問題は以上の議論と密接にかかわりあう問題で
ある。マーケティング・ミックスのなかでは価格はさまざまなマーケティン
グ努力のなかの一要因に転化する。独占利潤がそれを通じて獲得される筈の
独占価格が，いまやマーケティング・ミックスの内部では相対化された一要
因としてしかあらわれない。この問題に対するひとつの有力な解釈は，それ自
身システムズ・アプローチの二大特徴のひとつに数えられる階層論的解釈で
ある。しかしながらシステムズ・アプローチの階層論の焦点は，階層 (level)
別に異なる行動単位が存在し，それらの階層間の差異がこれら行動単位の複
雑性の度合いに依存していること，並びに諸階層間にいわゆる同型が存在す
(13) 三浦信， 「マーケティングの構造」昭和46年， 130ページ C
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ること，等に主として向けられている。階層内部における対立 (conflikt)
にも注意は向けられているが，階層間の関連は主として形式的な共通性の存
在に力点がおかれることが多く，前述した逆転襲係の認識は存在しないよう
である。階層間逆転関係と，この関係を通じる上位システムの論理の下位シ
ステムにおける貫徹という方式は，むしろマルクスの資本論に特有な展開形
(14) 
式であるといってよい。マーケティング・ミックスというマーケティング兵
(15) 
器システムにおいて，価格は数多くの兵器のひとつとして相対的地位を低下
させ，本来は相対立するものと競争的共存のなかに置かれる。一般的な独占
利潤獲得との関係では価格はその他の諸費用と基本的に対立関係にあり，そ
こに生産費と販売費における狭義の効率化問題が生ずるが，かかる関係は競
争のなかでは明らかに逆転した形態においてしかあらわれない。価格はそれ
自身「需要創造」のための一兵器として対立した筈のその他の諸費用ととも
に同じ兵器庫の一角を占めるにすぎなくなり，逆に販売諸費用は「需要創
造」を通じて利潤獲得の手段となる。控除部分が追加的創造部分に転化す
る。
このような意味で競争論段階における逆転関係の認識は確かにマーケティ
ング・ミックス論における倒錯した資本家的意識を説明するものとして有力
である。しかしマーケティング・ミックス概念の形成や，いわゆるインター
ディシプリナリー・アプローチの登場は，このような論理段階の差異のみで
は十分に説明し尽すことができない。なぜなら資本主義の自由競争段階にお
いてこそ競争はむしろ十分におこなわれた筈だからである。
i 
マーケティング・ミックス論は，だから，競争を前提としつつ，競争の制
(14) 橋本勲．マーケティング論の科学化，森下二次也先生還暦記念「現代流通論の
論理と展開」昭和49年， 30-31ページ。
(15) L. Adler, A New Orientation for Plotting Marketing Strategy, in 
P. Kotler and K. Cox, Readings in Marketing Management, 1972, P.125 
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限をもまたその前提に組み入れることなしには出発できない。要するに独占
資本主義が成立し，価格競争が制限され，いわゆる非価格競争が十分に開花
することがその一般的・経済的条件である。しかしながらマーケティング・
ミックス概念は先にも少し触れたように，マーケティングの効率化と結合さ
れてはじめてその実質的意味を有するようになると考えられる。すなわちそ
れは，当然のことではあるが，たんに経営者ないしマーケティング・マネー
ジャーの頭脳の中における一般的・経済的条件の素朴な，しかし勘の鋭い反
映としてとどまる限りでは，政策決定の準備技術として結実することはでき
ない。いうまでもなくそれは，測定を課題とし，プログラムの具体的効率計
算を基礎とすることによってはじめてマーケティング管理技法としての意味
を与えられる。しかもマーケティング・ミックスから案出される数多くの代
案＝プログラムの比較検討は，現実的には，そして少なくとも最終的には経
済的費用ー効果の比較検討としておこなわれざるをえないであろう。マーケ
ティング・ミックス概念とシステム分析ーその典型例としてのPPBSーはこ
の意味で論理的に深く結合する。このことは，本稿の最初に述べたような，
政府＝軍の外郭研究所で開発された管理技法のプロトタイプの民間への逆輸
入，というシェーマが成立するための基礎的条件が整いはじめたことにつら
なるであろう。ではそのような基礎的条件としてはどのようなものが考えら
(16) 
れるであろうか。以下，四点に分けて考察しよう。 1.生産面における変化，
2.生産と消費の矛盾の激化， 3.マーケティング費用，間接部門費用の増
大， 4.企業組織上の変化。
1.生産面における変化。アメリカ合衆国における第二次世界大戦後の技
術革新と1920年代の技術革新の相遮は，軍と結合した研究開発体制の一成果
としての産業化のテンボの早さと自動制御なしには成立しえないような生産
(17) 
のスピード・アップである。しかしこれは主として当時の成長産業を中心と
した展開であるといえよう。相対的成長産業の特徴が主として巨大技術，ォ
(16) 山本義徳，システムズ・アプローチの基盤。
(17) 中村静治， 「技術の経済学」昭和35年， 105ページ。
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ートメーション，材料革命などであるのに対し，相対的停滞産業の特徴は，
形式的使用価値差別の進展すなわち計画的陳腐化やマーケットセグメンテー
ション政策の採用である。どちらの場合も，それが実質的な使用価値差別に
基いてであれ，形式的な使用価値差別に基いてであれ，その企業での生産は
多様な製品の大量生産という形態でおこなわれる。その場合，多様な製品は
その生産にそれぞれ別個な生産設備を必要とするとは限らない。 その結果
必然的にそこで生産される多様な製品の諸価格決定における変動の許容範囲
の大巾な拡大が生じる。管理者にとっていまや個々の製品価格が問題ではな
い。事実，問題にしようとしても共通費部分の各製品への正確な帰属は不可
能である。例えばK.パルダは， H.プレムズによりつつ， トークルミックス
との関連における複数製品価格の決定に際して需要方程式と費用方程式をそ
れぞれつぎのように表現している。
製品 iの需要方程式
費用方程式
q; = (P1, a1, ~1, n 
P2, a2, ~2, n 
Pj,aj, pj, r;） 
C=C(q1, 
q,） 
但し， Pは価格， aは品質特徴， Pはチャネル結合，
Tは販売努力
個々の製品を別個に生産・販売するときの費用よりも複数製品の場合は当然
(18) 
総費用も減少する。さらにマーケティング活動の増大及ぴその生産部門への
浸透の結果として，生産費とマーケティング費用の区別が事実上困難とな
(18) K. S. Palda, Pricing Decisions and Marketing Policy, 1971,, PP. 79-80. 
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る。両者は融合としてしか把握されないか，さもなくばせいぜい推定にとど
(19) 
まらねばならない。こうした結果としての，個々の製品価格の決定における
許容範囲の大巾な拡大こそは，マーケティング・ミックス論の一基礎にほか
(20) 
ならない。
2'生産と消費の矛盾の激化。この激化は企業にとって直接には製品のラ
イフサイクルの短縮化傾向として，もっと直接的には売れゆきの鈍化として
現象する。製品のライフサイクルの短縮化は直接には研究開発競争の檄しさ
の反映でもあるが，・同時に生産と消費の矛盾の激化をも内蔵しており，これ
は産業の盛衰のテンポの急速化と結合している。 H.アンソフはこの短縮化
を企業計画の観点から Strategy-Operation-Strategy サイクルの急速な短
. (21) 
縮化として表硯している。企業は製品のライフサイクルが短縮すればするほ
ど，その程度にあわせて管理のサイクルを短縮しなければならなくなる。他
方で製品の研究開発から生産，販売による回収に到る所要時間は一般的に長
期化する傾向を有する。以上の矛盾が長期計画と短期計画の斉合を要求し，
プランニングとプログラミングを要求するひとつの重要な基礎であること
(22) 
は，既に多くの論者の認めるところであろう。
3, マーケティング費用及び間接部門費用の増大。政府部門におけるシス
テム分析，費用ー効果分析の採用は，いうまでもなく冷戦下での軍備競争によ
る財政負担の増大をその背景とした。産業へのその適用に際しても同様のア
ナロジーが妥当すると思われる。独占資本間の価格協定は価格競争によって
予想される莫大な被害を回避はするが，かわって非価格競争の費用を増大さ
(19) とはいえ，フィッシャー，グリリチェス，ケイゼンは自動車のモデル・チェン
ジの費用と広告費を比較している。小原敬士訳， 「独占資本」
(20) 共通費の増大傾向は．後にもふれるが，システム分析における関連費及び限界
分析志向と関連しあう。
(21) H. Ansoff. Strategies for Diversification, H.B. R. September-October 
1957. P.125. 
(22) 森下二次也， 「硯代の流通機構」昭和49年， 101~102ページ。
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せる。独占資本間競争が激化すればするほど，需要の争奪戦が深刻になれば
なるほど，それだけ企業が消費者操縦のために支出する「需要創造」費が増
大する。また，国際的競争が強まるほど，それだけ参入障壁形成費が増大す
る。これらの費用はその費用支出に比例して，実際にその企業にとっての
「需要創造」がおこなわれるか，あるいは参入障壁をそれだけ一層強固なも
のとすることによって，独占価格上昇を通じた見返り分をその企業が獲得で
きる限りは，その限りで新らしい問題が生ずることはない。しかし，容易に想
像されるように，これらの費用支出に対しては収穫逓減の法則が作用するで
あろうし，競争の激化の程度によっては，費用支出の増大にもかかわらず，
効果はマイナスになる場合も生じうる。要するに競争による減殺効果が生じ
うる。費用の増大傾向はマーケティング部門だけでなく事務部門にも妥当す
る。生産性の向上部門が工場からマーケティング部門へ，情報処理部門へと
移行する背景の成熟が，マーケティング・ミックスと費用ー効果分析の結合
を要求する。
4,企業組織における変化。システム分析の導入を容易にする企業組織上
の条件として第一に考えられるのは，第二次大戦後の巨大企業に一般におこ
なわれた製品別分権制＝事業部制への移行であろう。この移行の利点は(1)
意志決定が機能的基礎に立ってではなく，全体的視野においておこなわれや
すくなること。 (2)とくに戦略的決定と操作的決定の分離が管理スタッフの
制度的登場とともにおこなわれること，においてみられる。この分権制は周知
のようにプロフィット・センクーとして機能するとともに，市場を基礎とす
る調整をおこないやすい。既に指摘•したように製品寿命の短縮化は，新製品
の追加及ぴ廃棄戦略を日常的に不可避のものとする。事業部制はこのような
戦略にふさわしい組織形態として製品ミックスの組織的基礎を提供した。な
お行政部門におけるPPBSの導入がその技法的性格のゆえにかえって官僚的
恣意性を強化される恐れがあるように，産業部門における費用ー効果分析の
導入は，そのためのスタッ之部門を強化さぜ，その専門的技能を通じてかか
るスクッフ部門のライン化傾向を強めることとなるであろう。同時にこのス
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タッフ部門はいわゆる専門経営者の地位保全傾向と結合する可能性を有する
と思われる。
w“ 
上ではマーケティング・ミックスと費用効果分析が結合する基礎条件をき
わめて簡略に，しかも断片的に考察したにすぎないが，このことによって少
なくともオクセンフェルトの呈示したマーケティング・ミックスにかんする
問題点の一部にある程度答える準備ができたように思う。まず第一に生産費
と販売費の境界策定にかんする問題は，現実の企業の生産的あるいは生産技
術的構造の変化そのものによって答える以外にないように思われる。もっと
厳密にいうならば，生産技術的構造プラスマーケティング技術的構造とすべ
きであろう。生産費と販売費の融合はマーケティングの登場とともに生じて
おり，マーケティングが繁栄すればそれだけますます融合の度合いも増加す
る傾向を示すと思われる。個々の製品の価格に対応する費用の推定は，既に
みたように生産技術的構造そのものにおいて，事実上推定的にしかおこない
えなくなっており，これに加えてマーケティング費用問題が個々の製品の費
用構造をますます相互浸透的に分かちがた＜融合させている。費用ー効果分
析あるいはシステム分析が関連費用についてのみその注意を集中し，また限
界分析を利用しようとする理由の一端はおそらくこのような事実とも関連す
るのではないかと思われる。そしてかかる費用構造は個々の製品の価格の可
動範囲を拡大し，そのことによって価格を戦略要因化せしめる可能性を与え
たといってよいであろう。もちろん価格を戦略要因化する基礎はこれだけで
はない。時間的側面では製品寿命の短縮傾向とその結果としての日常茶飯事
化する新製品追加及び製品廃棄戦略はもうひとつの重要な基礎をなしてい
る。
つぎにオクセンフエルトの価格処遇問題に移ろう。先にも示したように本
来なら価格は費用と並列関係におかれるべきではない。にもかかわらず，こ
れまでの議論ではたてまえとして価格をマーケティング・ミックスの一要素
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として取扱い，とりあえず価格がミックス論の一要素となる基礎を考察して
きた。しかし実際には価格をマーケティング・ミックスの一要素として扱う
よりは，主としてそれを価格ミックスの問題次元で取扱ってきたにすぎない。
したがってまだ問題は残されている。われわれの直面するジレンマはつぎの
ものである。一方では，本来的な利潤獲得次元では，費用は価格から控除さ
れるから費用と価格は対立関係にある。他方では，マーケティング・ミック
スの次元では費用と価格は並列関係におかれることとなる。ところが後者の
場合，オクセンフエルトによれば価格は直接に費用による測定が困難である
という。もし彼の言が正しいとすれば，われわれはマーケティング・ミック
スの次元で費用一価格による効果測定に問題を生じ，脱出口のないジレンマ
に陥らざるをえなくなる。その場合の唯一の脱出方法は経済決定論から脱出
して多測面的決定論へ，ィンクーディシプリナリー・アプローチヘ向かうこ
とでしかなくなるかもしれない。しかし結論的にいえばこの問題が生ずるの
はむしろ上述の二つのレペルの混同によるものと思われる。マーケティング
・ミックス論のレベルでは価格は直接に費用による測定が可能なのである。
その場合の費用効果分析は次のようなものになるであろう。
筒単化のために価格引下げの場合を考えると，
費用＝価格引下げ（金額） X増加売上数量
効果＝価格引下げによる売上数量増加による売上高増加分
＞＇ 
うえにみたように，価格は企業にとって本来的に費用として計算できない
にもかかわらず，同時に他方では明らかに費用として計算されうる。行論の
過程で既に示されたように，この相進は明らかに対象そのものの考察次元の
相違，対象考察に際する階層の相遮に依存しているように思われる。考察のレ
(23) 
ベルがきわめて抽象的かつ一般的な段階では，換言すれば市場の大きさが一
(23) 橋本勲， 「商業資本と流通問題」昭和45年
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定であると前提される限りでは，利澗は価格マイナス費用として一般的に表
現される。いま独占価格の代表的計算方式としてコストプラス方式ないし独
(24) 
占利潤先行方式を措定すれば，独占価格は当然事後的，自動的に決定され
る。すなわち価格は一義的に表現される。価格は価値の現象形態であり，
一費用のなかに利潤も含めて考えるとすればー一それは諸費用合成の一表
現であり，したがって当然ながらそれはひとつの自然的結末でしかなく，価
格（決定）そのものは，主として薄記費用を除外しさえすれば，ほかには何
らの費用をも必要としない。このレベルでは，例え独占価格の変動を考慮す
るにしても，それは独占利潤部分の優先的変動の結果としてであるか，ある
いはまた費用変動の結果としてであるか，いずれかの結果にすぎない。要す
るにここでは現実の費用支出が，したがってまた価格の絶対的水準が問題と
されるのであり，その限りで価格は費用の結果であって，原因としての費用
の一部分を構成することは決してない。
この議論は周知の価値による価格の絶対的水準の説明及びこれに対比され
るものとしての需給関係にもとづく価格の相対的変動の説明にきわめてパラ
レルである。
丁度自由競争のもとで需給の変動が価格の相対的変動を説明するように，
独占的企業経営者の主体的意識のなかでは，価格の操作的変動が需要の変動
(25) 
を，したがって需要創造をもたらす。すなわち競争が前提され，個々の企業
経営者が登場する段階では市場の大きさは必然的に与件ではなくなる。それ
は主体的に働きかけるべき対象であり，変動要因である。だからここでは逆
に価格は原因として，費用としてあらわれる。しかもたんに観念的な費用と
してではない。それは観念的であると同時にそうではない。価格の上昇下落
の程度すなわち意識的操作対象としての価格の変動巾は，費用を一定とすれ
(24) 森下二次也， 「現代の流通機構」昭和49年， 72ページ。
(25) ここにシステム分析にともなわれる限界分析ないし増分計算の意義と限界があ
ると思われる。限界分析適用の限界についてはG.H.フィッシャー「前掲書」 61
ページ参照。
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ば，ー商品あたりの利潤の増減と硯実に結合することによって，経営者の意
識のなかでの費用に転化する。他方この価格の意識的増分は多かれ少なかれ
いわゆる需要創造を通じて収益に連動する。価格はそのまま費用ー効果計算
の対象となる。かくして価格は利潤計算における基本的地位を失い，利潤獲
得の多様な諸手段のひとつに転落する。
以上のような価格の地位の転落は，マーケティング・ミックスにおける経
済決定論の地位の転落に直結するであろうか。逆にいえば，インクーディシ
プリナリー・アプローチの適用を必然化するものであろうか。マーケティン
グ・ミックスはなるほど明らかに価格，広告，人的販売，チャネル，製品，
サービスなどのマーケティング諸手段の地位の相対化を意味するものであ
る。かかる地位の相対化は，それらが競争下での選択対象とされる限りにお
いて，ある意味で必須であるといってもよい。しかしながら問題は上述の一
般論的階層と競争論的階層を相互に何の連絡もない，相互に独立したものと．
して扱うか，あるいは上位システムの論理が下位システムの論理のなかに依
然として貫かれるものとして扱うかであろう。諸手段の地位の相対化をひと
つの独立したシステム階層における問題として絶対化するか，あるいは地位
の相対化そのものを相対化して扱うかであろう。価格の費用化にかんするう
えの議論があやまっていないとすれば，マーケティング・ミックスは，おそ
らく常識的観点がそうであるように，費用論的視点を中心に展開可能と考え
られるし，またそうすべきであるように思われる。ただその場合，コトラー
やレイザーに代表されるように，価格をたんにマーケティング・ミックスの
ー要素としてのみ展開すべきかどうかは再検討されてしかるべきではなかろ
(26) ・ 
うか。それは階層論的思考のなかで位置づけを再考される必要があるように
思われる。
(26) マーケティング・ミックス内部の位置づけにかんする言及としては，森下二次
也「前掲書」 60-61ページ，橋本煎 「現代マーケティング論」昭和48年， ’170
ページ参照。
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われわれはまた，マーケティング・ミックス論がマーケティング諸費用に
かんする企業の自由裁量巾の存在ないし拡大と，生産費及びマーケティング
費用の相互浸透をその基礎とする点をきわめて抽象的にではあるがみてき
た。これらは第 1にマーケティング諸費用の相対化を進展させ，第2にマー
ケティング諸費用の測定を困難化させるものであったといってよい。かかる
傾向がいわゆるインクーディシプリナリー・アプローチに道を開くものであ
ったであろうことは想像に難くない。
この後者の道はいうまでもなく行動諸科学の成果の導入•利用と深くから
みあっている。スラックや圧力の概念，時間的遅れや情報の歪み等はなるほ
どある種のインターディシプリンヘの展望をひらくものとして期待されてい
るといえるかもしれない。マーケティング諸費用にかんする自由裁量度の増
大は，組織的スラック相当部分を構成するものとして興味深く把握すること
もできる。さらにこれらマーケティング諸費用による需要創出の対象たる消
費者側におけるスラックの存在もまた無視することのできない視点であろ
う。しかしこれら諸概念も結局は経済的効果に関連して位置づけられ，ある
いは分解されざるをえないと思われる。マーケティング諸費用は，価格にお
いて繰返しみたように，その支出が何らかの経済的効果――—例えば需要創出
や参入障壁の強化を通ずる売上増や価格支持ーーに結合してはじめて意味を
もつことは，あらためて指摘するまでもない自明の事実といわねばならな
い。たしかに他方でこの諸費用は，直接的な諸費用の競争としてはおこなわ
れず，いわゆる非価格競争としておこなわれる傾向にある。いわば使用価値
的まわり道をとることによって，同じ費用が多様な効果を発揮することはた
しかに否定しがたい。しかしまた自明ではあるが，このことがインクーディ
シプリナリー，アプローチの合法化に直接に連なるということはできないで
あろう。断定的表現を恐れずいえば，第 1に，反復的競争がその費用一効果
構造をしだいに明瞭化するであろうし，第2に，むしろ使用価値的まわり道
に特有なものとしてうみだされる経済的構造の明確化ー~浪費の制度化とそ
のもとでの効率化—こそがむしろ残された課題といわねばならない。
